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最新・行政の動き 
手当支給企業に助成金 ３年間で１人 50万円 厚労省・「年収の壁」支援パッケージ 
 
厚生労働省は、短時間労働者がいわゆる「年収の壁」を意識せずに働けるようにするための「支

援強化パッケージ」を発表しました。 
社会保険に関する「年収の壁」には、従業員 100 人超企業で週 20 時間以上勤務した場合に厚生

年金・健康保険に加入して保険料負担が生じる「106 万円の壁」と、配偶者の被扶養者から外れる
「130万円の壁」の２種類があります。 
「106 万円の壁」対策として、キャリアアップ助成金に「社会保険適用時処遇改善コース」を設

置します。賃上げや、労働者負担分の保険料に相当する手当支給などを行う企業に対して、労働者
１人当たり最大 50 万円を助成します。令和７年度までの時限措置で、１事業所当たりの申請人数
に上限は設けません。企業が手当により肩代わりした本人負担分の保険料相当額については、保険
料算定の基礎に含めません。 
「130万円の壁」対策では、一時的な増収によって 130万円を超える際、事業主の証明を添付す

ることで、連続２年まで被扶養者に留まれるようにします。 
10月中に改正雇用保険法施行規則を公布し、同月１日に遡って適用する方針です。 
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ニュース 
 
中高年者のスキル活用へ 
副業求人情報を提供 産雇センター 
 
 産業雇用安定センターは副業・兼業を希望す
る在職中の中高年齢者と、副業による労働者の
受入れをめざす企業の情報を蓄積し、中高年齢
者に対して企業情報を提供する「副業・兼業に
関する情報提供モデル事業」を開始しました。
厚生労働省の補助事業として、東京・大阪・愛知
の３地域で情報の蓄積・提供を実施していきます。 
 対象となるのは、他の企業での副業を通じて、
自身の技術・知識・経験の活用や、キャリアア
ップを希望する 45歳以上の労働者。 
 同センターは、他の企業に属する労働者を副
業によって雇用し、そのスキルを自社の新分野
展開や事業発展に活用したいと考えている企業
を開拓し、求人情報を蓄積します。同センター
のホームページを通じて登録した副業希望者に
対し、求人情報を提供したうえで、希望に応じ
て企業との面談の場を設定していきます。 
 同センターの調査（1054社回答）によると、
社外からの「副業・兼業」人材を受け入れてい
る企業（受け入れる予定を含む）は 25.7％。受
け入れている、または今後受け入れたい職種で
は、ＩＴ（ＤＸ）が 71社で最も多く、技術指導
56社、システム開発 48社などと続きます。 
 
最低賃金 伸び率１位受け支援開始 
最大 120万円を交付 佐賀県 
 
佐賀県は、今年 10 月

の最低賃金改定における
引上げ率が全国で最も大
きい5.51％に達したこと
を受け、中小企業の賃金
アップに向けた事業に乗
り出しました。事業場内
最賃を３％以上引き上げた事業者を支援する補
助金を新設し、設備投資などに要した経費の３
分の２を補助します。労働者１人でも賃上げを

実施した場合、最大 120 万円を交付します。中
小企業からの相談を受けるため、県内の中小企
業診断協会や社会保険労務士会のほか、労働局
などで構成した支援チームも設置します。補助
金の申請サポートや、専門家派遣による支援を
予定しています。 
今年 10 月から適用された同県の最賃は 47 円

アップの 900 円で、引上げ額と伸び率（5.51％）
が全国で最大となりました。九州では隣接する
福岡県（最賃 941 円）に次いで２位の額となり
ますが、佐賀県の山口祥義知事は記者会見で、
差額の大きさを指摘。「人が流動化する中で、
41 円も違っているというのは非常に大きな課題」
とし、中小企業による積極的な賃上げを促すた
め、事業開始に至りました。 
 
テレワーク可能に 
介護事業所の管理者 
厚労省・事務連絡 
 
厚生労働省は介護事業所などで常駐が求めら

れてきた管理者について、管理上支障が生じな
い範囲内でテレワークを可能とする事務連絡を
発出しました（令５・９・５事務連絡）。テレ
ワークを実施するに当たっては、サービスごと
の運営基準上定められた管理者の責務を果たせ
るような体制整備が必要としています。 
具体的には、利用者と職員、管理者間で適切

に連絡が取れる状態にしておかなければならな
いとしました。テレワークで業務を円滑に進め
られるよう、管理者には日頃から利用者、職員
などとの関係を築いておくことが求められます。
さらに、事故発生や利用者の状態急変に備え、
あらかじめ緊急時の対応を定め、必要に応じて
管理者が速やかに出勤できる体制を整備してお
くことが重要としました。 
テレワークが可能な日数・時間数については、

サービスの種類や事業所の実態に応じて、各事
業者が個別に判断して良いとしました。複数の
事業所の管理者の兼務については、それぞれの
管理に支障が生じない範囲内でテレワークが認
められるとしています。 
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省データ分析体験を 
インターンで道内就職へ 
北海道デジタル協議会 
 
 北海道の産学官計 27団体で組織する「北海道
デジタル人材育成推進協議会」は、情報電子工
学などを専攻する学生の道内企業への就職促進、
育成カリキュラムの強化を図るため、今後進め
ていく施策を取りまとめました。データ分析に
よる課題解決を大学生に体験してもらう「実践
的インターンシップ」などを展開していくとし
ています。実際の働き方をイメージできるよう
に、受入れ先として道内で新たにインターンシ
ップの実施を希望する企業を募ります。 
 産業界では、実践的インターンシップのほか、
ＩＴ企業の従業員が大学に赴き、デジタルを活
用して企業の課題を解決した事例について講義
する取組みを進めます。行政としては、北海道
経済産業局が道内の情報系学生の就職先を調査
し、動向を分析します。 
 同協議会は、経済産業省や文部科学省による
「デジタル人材育成推進協議会」の唯一の地域
支部。北海道経済連合会など経営者団体５団体
がメンバーとなっています。情報電子工学系の
学科を持つ道内の大学・高等専門学校 17校や、
北海道や札幌市、北海道経産局など５団体も参
加しています。 
 

送検 
 
労働者間でもみ合いケガ 
死傷病届け出ず送検 上田労基署 
 
長野・上田労働基準監督署は、労働者死傷病

報告を遅滞なく提出しなかったとして、信州う
えだ農業協同組合（長野県上田市）と同組合の
本所課長を労働安全衛生法第 100 条（報告等）
違反の疑いで長野地検上田支部に書類送検しま
した。業務の打合せ中にもみ合いになり、労働
者が負傷する災害が発生していました。 
同法では事業者に対し、労働者が４日以上休

業した場合、遅滞なく報告書を提出しなければ

ならないとしています。負傷が労働災害か否か
にかかわらず、就業中または事業場内、もしく
はその付属建設物内での負傷のときは提出の必
要があります。 
災害は同組合の店舗内で発生しました。労働

者２人が業務に関する打合せをしていたところ、
言い争いになりました。言い争いが過熱しても
み合いになった結果、労働者１人が肋骨を骨折
し、休業約３週間を要しました。同労基署は業
務上の災害であったかは明らかにしていません。 
同労基署は違反の理由について、同組合の知

識不足を挙げています。「同組合は、言い争い
がきっかけのケガは報告しなくて良いと思って
いた」とみています。 
報告書は監督指導後に提出されましたが、遅

滞が発生していたため、送検に至っています。 
 

監督指導動向 
 
滑りとつまずき マットで解消を 
彦根労基署・事例集 
 
滋賀・彦根労働基準監督署は、管内で転倒災

害が増加傾向にあることを受け、事例集を作成
して対策を呼び掛けています。転倒災害の主な
要因である「滑り」、「つまずき」、「踏み外
し」、「人や物への接触」の４つの視点から、
管内事業場での実際の好事例をまとめています。 
滑りとつまずきを同時に防ぐ方法として、小

さな段差にマットを設置する取組みを紹介しま
した。段差の解消だけでなく、台車の車輪や靴
裏の水分を吸収することができ、床が水で滑り
やすくなる状況を防ぐ効果があるとしました。 
衝突対策では、死角になる場

所へミラーを設けることを勧め
ています。通路の曲がり角に大
きめの円柱形エアクッションを
設置することも有効だとしまし
た。労働者がエアクッションを
避けて歩くようになるため、労
働者同士の出会い頭の衝突防止
に効果的だといいます。 
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調査 
 
総争議件数は減少傾向 令和４年「労働争議統計調査」の結果 
 
 厚労省は令和４年「労働争議統計調査」の結果を公表しました。令和４年における総争議は 270件
（前年比 27件減）で、元年に次いで２番目に低く、減少傾向にあります。このうち、ストライキなど
の争議行為を伴う争議は 65件（同 10件減）で、伴わない争議は 205件（37件減）でした。 

争議の主な要求事項は、「賃金」に関するものが 139件で、総争議件数の 51.5％と最も多く、次い
で「組合保障及び労働協約」が 103件、「経営・雇用・人事」が 98件となっています。 
４年中に解決した労働争議は 206件で、総争議件数の 76.3％を占めています。解決方法は、「第三

者関与による解決」が 68件に上り、「労使直接交渉による解決」が 54件でした。 
争議行為を伴う争議を産業別にみると、件数は「医療、福祉」が 22 件で最も多く、「情報通信業」

が 13件、「製造業」が 11件で続きます。 
 

実務に役立つＱ＆Ａ 
 
文系出身者は不可？ 安全管理者を選任 

 
 
 
 
安全管理者になることができる資格は、安衛則５条で示されています。大学や高校等の理

科系統を卒業した者で、かつ一定の実務経験が必要等としています（１号イおよびロ）。さ
らに、法定の研修の受講も必要です。産業安全の実務に従事した経験が求められるところ、

必ずしも安全関係専門の業務に限定する趣旨ではなく、生産ラインにおける管理業務を含めて差し支えな
い（昭 47・９・18基発 601号の１）という解釈が示されています。 

 安全管理者になれるのは上記に限りません。労働安全コンサルタント（２号）、そして厚生労働大臣
が定める者（３号）も資格を有します。厚生労働大臣が定める者は、告示（昭 47・10・２労働省告示 138
号）で示されています。大学の理科系「以外」であれば、実務経験が４年以上必要となっています。理科
系を卒業した場合と比較して２年長めに設定されています。その他、７年以上産業安全の実務に従事した
経験を有する者も対象に含まれています。 

安全管理者を選任したいのですが、資格要件をみると大学などの「理科系統の出身
者」でないとダメなようです。法定の研修を受講させても、文系出身者は安全管理者と
して選任できないのでしょうか。 
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